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ⅢⅢ 電電子子届届出出シシスステテムム利利用用ガガイイドド 

１．電子届出システムについて

（１） 電子届出システムの概要について

当機構では、平成 年度より一部の諸届をインターネット経由で作成、提出できる電子

届出システムを運用しております。セキュリティを保った状態で情報のやりとりをすること

ができますので、書類の紛失や郵便事故などのおそれがなく、大切な職員情報を安全に届出

することができます。

各共済契約者に１つ、電子届出システム専用のＩＤを発行します。ＩＤとパスワードとイ

ンターネットに接続されたパソコンがあれば、場所を選ばず情報の入力が可能です。

《電子届出システムの利用メリット》

① 入力内容の自動チェック

電子届出システムでは、情報を入力する際に自動でチェックを行っていますので、事前に

入力ミスや入力漏れを防ぐことができます。

② 高セキュリティ

電子届出システムには、共済契約者固有の を使ってログインすることになりますが、

ログイン後は、 方式により暗号化してインターネット上のデータセキュリティを確保し

ています。

③ 事務の効率化

ご利用いただいているお客様を対象としたアンケートの結果、多くのお客様より、電子届

出システム利用によって事務負担が軽減したとのご回答をいただいております。

④ 送付コストの削減

「掛金納付対象職員届（約款様式第２号）」と「被共済職員加入届（約款様式第６号）」に

ついては、電子届出システム上で手続きが完結するので、ご郵送いただく必要がなくなりま

す。ただし、「施設等新設届・申出書（約款様式第１号）」「被共済職員退職届（約款様式第

７号）」につきましては、入力後に印刷・郵送をしていただく必要があります。

⑤ 施設情報及び職員情報の照会機能

電子届出システムでは、ご登録いただいている施設および職員の情報をご確認いただくこ

とができます。

（２） 電子届出システムでできること

電子届出システムをご利用いただいている共済契約者は、届出書類の一部をインターネッ

ト上で作成・提出することができます。また、電子届出システム上にて、職員様の加入日や

ご登録した育休期間等の従業状況をご確認いただくことができます。

様式番号 書式名 作成 提出 備 考 
第１号 施設等新設届・申出書 ○ × 作成後に印刷し、ご郵送が必要です。 
第２号 掛金納付対象職員届 

○ ○ 電子届出システム上でご提出できます。 
第６号 被共済職員加入届 
第７号 被共済職員退職届 ○ × 作成後に印刷し、ご郵送が必要です。 
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（３） 電子届出システムへのログイン手順

まずは、ＷＡＭＮＥＴのトップページにアクセスしていただき、以下の手順に沿ってログ

インしていただきます。ログインできない場合は（４）及び（５）をご参照ください。

 

①ＷＡＭＮＥＴ（ ）トップページの

「会員入口」をクリックします。

②「ＩＤ」欄に「ＢＶＡ」で始まるＩＤを、「パスワード」欄にパス

ワードを入力します。（※ＩＤ・パスワードを忘れてしまった

場合の詳細は、後述しています。）

③「ログイン」をクリックします。

※キーボード操作に不安のある方は、是非「マウスで入力」機能をお試しください。

④「退職共済電子届出システム」をク

リックします。

※「介護」タブが「コミュニティ介護」に変わります。
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ⅢⅢ 電電子子届届出出シシスステテムム利利用用ガガイイドド 

１．電子届出システムについて

（１） 電子届出システムの概要について

当機構では、平成 年度より一部の諸届をインターネット経由で作成、提出できる電子

届出システムを運用しております。セキュリティを保った状態で情報のやりとりをすること

ができますので、書類の紛失や郵便事故などのおそれがなく、大切な職員情報を安全に届出

することができます。

各共済契約者に１つ、電子届出システム専用のＩＤを発行します。ＩＤとパスワードとイ

ンターネットに接続されたパソコンがあれば、場所を選ばず情報の入力が可能です。

《電子届出システムの利用メリット》

① 入力内容の自動チェック

電子届出システムでは、情報を入力する際に自動でチェックを行っていますので、事前に

入力ミスや入力漏れを防ぐことができます。

② 高セキュリティ

電子届出システムには、共済契約者固有の を使ってログインすることになりますが、

ログイン後は、 方式により暗号化してインターネット上のデータセキュリティを確保し

ています。

③ 事務の効率化

ご利用いただいているお客様を対象としたアンケートの結果、多くのお客様より、電子届

出システム利用によって事務負担が軽減したとのご回答をいただいております。

④ 送付コストの削減

「掛金納付対象職員届（約款様式第２号）」と「被共済職員加入届（約款様式第６号）」に

ついては、電子届出システム上で手続きが完結するので、ご郵送いただく必要がなくなりま

す。ただし、「施設等新設届・申出書（約款様式第１号）」「被共済職員退職届（約款様式第

７号）」につきましては、入力後に印刷・郵送をしていただく必要があります。

⑤ 施設情報及び職員情報の照会機能

電子届出システムでは、ご登録いただいている施設および職員の情報をご確認いただくこ

とができます。

（２） 電子届出システムでできること

電子届出システムをご利用いただいている共済契約者は、届出書類の一部をインターネッ

ト上で作成・提出することができます。また、電子届出システム上にて、職員様の加入日や

ご登録した育休期間等の従業状況をご確認いただくことができます。

様式番号 書式名 作成 提出 備 考 
第１号 施設等新設届・申出書 ○ × 作成後に印刷し、ご郵送が必要です。 
第２号 掛金納付対象職員届 

○ ○ 電子届出システム上でご提出できます。 
第６号 被共済職員加入届 
第７号 被共済職員退職届 ○ × 作成後に印刷し、ご郵送が必要です。 
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☆パスワードの変更について☆

ＷＡＭＮＥＴでは、セキュリティ保持の観点から、６ヶ月ごとにパスワードを変更する必要があり

ます。過去６ヶ月間パスワードが変更されていない場合、自動的にパスワードの変更画面に移動

しますので、以下の画面が表示されましたら、パスワードの変更をお願いします。

（４） ログインできない時の確認事項

① ＩＤおよびパスワードは、半角英字または半角数字で入力していますか？

全角で入力している場合は、ログインできません。全角／半角の切り替えがうまくいかな

い場合は、「マウスで入力」機能をご利用ください。

② パスワードの大文字、小文字を正しく区別して入力していますか？

パスワードは大文字と小文字を区別しています。パスワードを大文字で設定したか小文字

で設定したかがはっきりしない場合は、両方お試しください。

③ 「ＢＶＡ」で始まるＩＤを入力していますか？

「ＢＶＡ」で始まるＩＤ以外では、ＷＡＭＮＥＴにログインできたとしても「退職共済電

子届出システム」のボタンが表示されません。必ず「ＢＶＡ」で始まるＩＤでログインして

ください。

⑤共済契約者番号を入力し、「次へ」をクリッ

クするとログイン完了です。

①ログインした時のパスワードを入力します。

②新しいパスワードを２ヶ所に入力しま

す。

※半角英字および半角数字を組み合わ

せて６文字以上が必要です。

※英字は大文字と小文字を区別します。

③「パスワード変更」を

クリックします。

詳しくは、（６）「マウスで入力」機能をご覧

ください。
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（５） ＩＤやパスワードが分からなくなってしまった場合は

① ＩＤもパスワードも分からなくなってしまった場合は、「再発行申請」をクリックし、

画面の案内に沿ってＩＤおよびパスワードの再発行申請を行ってください。申請手続きを

経て、メールでＩＤおよびパスワードをお知らせいたします。

② ＩＤは分かるがパスワードが分からなくなってしまったという場合は、「パスワードリ

セット」をクリックし、画面の案内に沿ってパスワードのリセット申請を行ってください。

申請手続きを経て、メールでリセット後のパスワードをお知らせいたします。

③ 上記①と②の手続きは、あらかじめご登録いただいているメールアドレスが使用でき

ることが前提となっております。担当者の変更等によりメールアドレスが変わった等、ご

登録いただいているメールアドレスが使用できない場合はインターネット上の手続きに

よる再発行等はできません。お手数ですが「ＷＡＭＮＥＴ利用機関用届出書」をダウンロ

ード・印刷し、必要事項を記入・押印のうえ当機構までご郵送ください。

① 

② 

③ 
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☆パスワードの変更について☆

ＷＡＭＮＥＴでは、セキュリティ保持の観点から、６ヶ月ごとにパスワードを変更する必要があり

ます。過去６ヶ月間パスワードが変更されていない場合、自動的にパスワードの変更画面に移動

しますので、以下の画面が表示されましたら、パスワードの変更をお願いします。

（４） ログインできない時の確認事項

① ＩＤおよびパスワードは、半角英字または半角数字で入力していますか？

全角で入力している場合は、ログインできません。全角／半角の切り替えがうまくいかな

い場合は、「マウスで入力」機能をご利用ください。

② パスワードの大文字、小文字を正しく区別して入力していますか？

パスワードは大文字と小文字を区別しています。パスワードを大文字で設定したか小文字

で設定したかがはっきりしない場合は、両方お試しください。

③ 「ＢＶＡ」で始まるＩＤを入力していますか？

「ＢＶＡ」で始まるＩＤ以外では、ＷＡＭＮＥＴにログインできたとしても「退職共済電

子届出システム」のボタンが表示されません。必ず「ＢＶＡ」で始まるＩＤでログインして

ください。

⑤共済契約者番号を入力し、「次へ」をクリッ

クするとログイン完了です。

①ログインした時のパスワードを入力します。

②新しいパスワードを２ヶ所に入力しま

す。

※半角英字および半角数字を組み合わ

せて６文字以上が必要です。

※英字は大文字と小文字を区別します。

③「パスワード変更」を

クリックします。

詳しくは、（６）「マウスで入力」機能をご覧

ください。
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○ ＩＤもパスワードも両方忘れてしまった場合

ＩＤもパスワードも分からない時は、次の手順でＩＤ及びパスワード再発行の手続きをお

取り下さい。

１

①ＷＡＭＮＥＴの会員入口

（ログイン画面）の再発

行申請をクリック。

③「ＩＤ再発行申請」を

クリック。
⑤１通目のメールの本文に記載され

た“ＢＶＡ・・・”からはじまる「ＩＤ再

発行手続き用ＵＲＬ」をクリック。

④登録メールアドレスへ１通目

のメールが送信されます。

⑥「ＩＤ再発行」をクリック。

⑦登録メールアドレスへ２通目

のメールが送信されます。

⑧２通目のメールの本文にＩＤと

仮パスワードが記載されてい

ます。ログインＵＲＬをクリック

して再度ログインのお手続き

をお願いします。

②登録メールアドレスを２ヶ

所入力し、「入力内容を

確認」をクリック。

※
会
員
登
録
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
が
不
明
も
し
く
は
使
用
で
き
な
い
場
合
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
再
発
行
は
で
き
ま
せ
ん
。

「Ｗ
Ａ
Ｍ

Ｎ
Ｅ
Ｔ
利
用
機
関
用
届
出
書
」を
郵
送
に
て
ご
提
出
く
だ
さ
い
。
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○ ＩＤは分かるが、パスワードを忘れてしまった場合

「ＢＶＡ・・・」のＩＤは分かるが、パスワードが分からない時は、次の手順でパスワー

ドリセット手続きをお取りください。

①ＷＡＭＮＥＴの会員入口（ログ

イン画面）のパスワードリセット

をクリック。

１

１

②「ＢＶＡ・・・」から始まるＩＤを入力

し、「入力内容を確認」をクリック。

③「ＢＶＡ・・・」から始まるＩＤを確認し、

「パスワードリセット申請」をクリック。

④登録メールアドレスへ１通目

のメールが送信されます。

⑤１通目のメール本文にある「パスワードリセット手

続き用ＵＲＬ」をクリック。

⑥「パスワードリセット」をクリックすると、２通

目のメールが届きます。

⑦２通目のメール本文にＩＤと仮パスワードの

記載があります。ログイン画面に戻り、再度

ログインのお手続きをお願いします。

※
会
員
登
録
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
が
不
明
も
し
く
は
使
用
で
き
な
い
場
合
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
再
発
行
は
で
き
ま
せ
ん
。

「Ｗ
Ａ
Ｍ

Ｎ
Ｅ
Ｔ
利
用
機
関
用
届
出
書
」を
郵
送
に
て
ご
提
出
く
だ
さ
い
。
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○ ＩＤもパスワードも両方忘れてしまった場合

ＩＤもパスワードも分からない時は、次の手順でＩＤ及びパスワード再発行の手続きをお

取り下さい。

１

①ＷＡＭＮＥＴの会員入口

（ログイン画面）の再発

行申請をクリック。

③「ＩＤ再発行申請」を

クリック。
⑤１通目のメールの本文に記載され

た“ＢＶＡ・・・”からはじまる「ＩＤ再

発行手続き用ＵＲＬ」をクリック。

④登録メールアドレスへ１通目

のメールが送信されます。

⑥「ＩＤ再発行」をクリック。

⑦登録メールアドレスへ２通目

のメールが送信されます。

⑧２通目のメールの本文にＩＤと

仮パスワードが記載されてい

ます。ログインＵＲＬをクリック

して再度ログインのお手続き

をお願いします。

②登録メールアドレスを２ヶ

所入力し、「入力内容を

確認」をクリック。
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（６） 「マウスで入力」機能

パソコン操作による文字の「全角」と「半角」の切り替えや「大文字」と「小文字」の切

り替えなどの煩わしさを解消するため、ＷＡＭＮＥＴにはマウス（クリックのみ）で文字を

入力する機能が備えられています。

①「マウスで入力」をクリックします。

③「パスワードへ」をク

リックします。

「ＩＤ」欄

④右下に表示される文字を確認しながら、

１文字ずつクリックします。

ここに、直前に入力した文

字が表示されます。

⑤「ログイン」をクリック

します。

②「ＩＤ」欄に表示される文字を確認しなが

ら、１文字ずつクリックします。
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２． 電子届出システムでの届出書類作成方法

（１） 電子届出システムトップページ

システムをご利用いただく前に、必ずご覧

ください。

毎年４月に提出していただく「掛金納付対象職員届」を作成・提出

する際はこちらから。

新たに施設を開設等した際の届出書を作成する際はこちらから。

退職者が出た際の退職届を作成する際はこちらから。

新規に採用した方や、加入要件を満たす方が出た際の加入届を

作成・提出する際はこちらから。

登録されている施設や職員の情報を確認する際はこちらから。

「各種届出様式ダウンロード」をクリックすると、様式とその記載例

を掲載したページ（福祉医療機構ホームページ）に遷移します。

電子届出システムで作成できないものが必要になった場合は、こ

ちらからダウンロードしてください。

「よくある質問とその回答」ページも用意して

おりますので、必要に応じてご覧ください。
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（６） 「マウスで入力」機能

パソコン操作による文字の「全角」と「半角」の切り替えや「大文字」と「小文字」の切

り替えなどの煩わしさを解消するため、ＷＡＭＮＥＴにはマウス（クリックのみ）で文字を

入力する機能が備えられています。

①「マウスで入力」をクリックします。

③「パスワードへ」をク

リックします。

「ＩＤ」欄

④右下に表示される文字を確認しながら、

１文字ずつクリックします。

ここに、直前に入力した文

字が表示されます。

⑤「ログイン」をクリック

します。

②「ＩＤ」欄に表示される文字を確認しなが

ら、１文字ずつクリックします。
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（２）掛金納付対象職員届について

提出までの流れ

の会員入口から電子届出システムへログインします

※ログイン出来ない場合は ．１０８～ ．１１２をご参照ください。 

当年３月３１日までに加入した職員は全員登録されていますか？

※掛金納付対象職員届の 職員情報（必須入力項目）で登録済み職員をご確認ください。 

施設等新設届・申出書登録（ ．１１８）

※前年 月 日～当年 月 日新設の施設の登録

を行います。

当年３月３１日までに加入した職員は全員登録されていますか？

※掛金納付対象職員届の 職員情報（必須入力項目）で登録済み職員をご確認ください。 

加入届登録（ ．１１６）

※前年 月 日～当年 月 日加入の年度途中

加入者の登録を行います。

掛金納付対象職員届登録（ ．１１５）

※法人情報、既に登録済みの施設情報に変更があった場合に変更の登録を行います。

※４月１日付の新規職員の登録、既に登録済みの職員の情報更新の登録を行います。 

掛金納付対象職員届の登録内容を確認します

※提出後はシステム内で掛金納付対象職員届の修正が出来ません。

※提出前に必ず登録内容に誤りがないか確認をして下さい。

掛金納付対象職員届を提出します（ ．１１５）

※電子届出システムで提出完了となれば、掛金納付対象職員届のお手続きは終了です。

※印刷した掛金納付対象職員届をご郵送頂く必要はございません。

提出後に訂正があった場合は、訂正依頼文書を作成します（ ．１１５）

※様式をダウンロードし、手書きで作成して下さい。

※原本１部を福祉医療機構共済部へご郵送下さい。

―       ―114



手続き編（電子届出システム）

掛金納付対象職員届トップページ

当年４月１日現在の本俸月額、

ならない月や育児休業等の登録。

マニュアルなどを見ることが出来ます

当年 月 日までに新設した施設がある場合

前年 月２日から、当年 月 日までに採

用した職員で、まだ加入手続きが済んでい

ない職員がいる場合

※当年４月１日加入の職員は後ほど入力し

ます

法人もしくは施設の名称、住所、連絡先等

に変更があった場合

当年４月１日付で採用された職員の登録

職員の退職や異動などの登録

提出後に訂正がある場合は、こちらのボタンを押し、訂正の

ための様式を印刷・記入し、当機構に直接ご郵送ください。

２

６

２

５

２

６

２

５

こちらのボタンを押すと、作成した掛金届を印刷することが出

来ます。登録内容の確認や、控えの保存にご活用ください。

必 要 に 応 じ て ご 登 録 く だ さ い

全ての入力が完了し、入力内容に誤りがないこと

を確認できたら提出してください。

※提出後はシステム上での修正は出来ませんの

でご注意ください。

必 ず ご 登 録 く だ さ い

必 要 に 応 じ て ご 登 録 く だ さ い

矢印の手順でお手続きをお願いいたします。

手続き編（電子届出システム）

（２）掛金納付対象職員届について

提出までの流れ

の会員入口から電子届出システムへログインします

※ログイン出来ない場合は ．１０８～ ．１１２をご参照ください。 

当年３月３１日までに加入した職員は全員登録されていますか？

※掛金納付対象職員届の 職員情報（必須入力項目）で登録済み職員をご確認ください。 

施設等新設届・申出書登録（ ．１１８）

※前年 月 日～当年 月 日新設の施設の登録

を行います。

当年３月３１日までに加入した職員は全員登録されていますか？

※掛金納付対象職員届の 職員情報（必須入力項目）で登録済み職員をご確認ください。 

加入届登録（ ．１１６）

※前年 月 日～当年 月 日加入の年度途中

加入者の登録を行います。

掛金納付対象職員届登録（ ．１１５）

※法人情報、既に登録済みの施設情報に変更があった場合に変更の登録を行います。

※４月１日付の新規職員の登録、既に登録済みの職員の情報更新の登録を行います。 

掛金納付対象職員届の登録内容を確認します

※提出後はシステム内で掛金納付対象職員届の修正が出来ません。

※提出前に必ず登録内容に誤りがないか確認をして下さい。

掛金納付対象職員届を提出します（ ．１１５）

※電子届出システムで提出完了となれば、掛金納付対象職員届のお手続きは終了です。

※印刷した掛金納付対象職員届をご郵送頂く必要はございません。

提出後に訂正があった場合は、訂正依頼文書を作成します（ ．１１５）

※様式をダウンロードし、手書きで作成して下さい。

※原本１部を福祉医療機構共済部へご郵送下さい。
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（３）加入届について

提出までの流れ

加入日が

前年４月２日～

当年３月３１日

掛金届画面にて加入登

録を行ってください。

（ ．１１５）

 

加入職員を登録していきます。（ ．１１７）

加入届印刷（ ．１１７）

※共済契約者様控としてご使用ください。 
 

加入日が

当年４月１日

 
 

加入日が

当年４月２日～

翌年３月３１日

 

事務担当者情報を入力します。（ １１７）

被共済職員加入届の提出（ ．１１７）

掛金届画面にて、加入職員の

俸給表の額等を登録します。

（ ．１１５）

 
終了 

掛金届提出

（ ．１１５）

 
終了
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加入届登録について

→４ ２～３／３１の間で、契約対象施設で加入要件を満たした職員がいる場合。

当加入年度は掛金不要。

前年度の４／２～３／３１までを加入日とする新規職員の登録

当年度の４／２以降を加入日とする新規職員の登録

登録内容の確認・届出の提出

新規職員として登録後、加入届内容確認・届提出から提出をお忘れずに！

上から順に、氏名・生年月日・性

別・加入日、本俸額を入力

 

手続き編（電子届出システム）

（３）加入届について

提出までの流れ

加入日が

前年４月２日～

当年３月３１日

掛金届画面にて加入登

録を行ってください。

（ ．１１５）

 

加入職員を登録していきます。（ ．１１７）

加入届印刷（ ．１１７）

※共済契約者様控としてご使用ください。 
 

加入日が

当年４月１日

 
 

加入日が

当年４月２日～

翌年３月３１日

 

事務担当者情報を入力します。（ １１７）

被共済職員加入届の提出（ ．１１７）

掛金届画面にて、加入職員の

俸給表の額等を登録します。

（ ．１１５）

 
終了 

掛金届提出

（ ．１１５）

 
終了
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（４）施設等新設届・申出書について

提出までの流れ

ない ある

ない ある

施設・職員情報の登録を行います （ ．１１９）

 

前年度３月３１日以前を新設・申出日とする施設があるか確認する

当年度４月１日を新設・申出日とする施設があるか確認する

 

施設・職員情報の確定を行います （ ．１１９）

「施設等新設届・申出書／職員名簿」の印刷を行います （ ．１１９）

※印刷後、機構への提出必須 

掛金納付対象職員届画面で４月１日現在の従業状況等の登録を行います （ ．１１５）

施設・職員情報の登録を行います （ ．１１９）

 

「施設等新設届・申出書／職員名簿」の印刷を行います （ ．１１９）

※印刷後、機構への提出必須

掛金納付対象職員届関連作業を行う（ ．１１５）

※掛金届提出を行うと当年度４月１日を新設・申出日とする施設・職員情報も確定されます。

当年度４月２日以降を新設・申出日とする施設を登録する

 

施設・職員情報の登録を行います （ ．１１９）

 

施設・職員情報の確定を行います （ ．１１９）

「施設等新設届・申出書／職員名簿」の印刷を行います （ ．１１９）

※印刷後、機構への提出必須
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施設新設届・申出書登録について

→ ○社会福祉施設等（保育所等）の開設の場合は必須

○特定介護保険施設等（介護関連施設、障害者施設等） 新設の場合は、法人の任意

○申出施設等（病院や公益事業 等）

前年度の３／３１までを新設日とする施設の登録

当年度の４／１を新設日とする施設の登録

当年度の４／２以降を新設日とする施設の登録

矢印の手順でお手続きをお願いいたします。

施設等新設届・申出書印刷から印刷の上、

郵送でご提出ください。

流れに沿って入力

手続き編（電子届出システム）

（４）施設等新設届・申出書について

提出までの流れ

ない ある

ない ある

施設・職員情報の登録を行います （ ．１１９）

 

前年度３月３１日以前を新設・申出日とする施設があるか確認する

当年度４月１日を新設・申出日とする施設があるか確認する

 

施設・職員情報の確定を行います （ ．１１９）

「施設等新設届・申出書／職員名簿」の印刷を行います （ ．１１９）

※印刷後、機構への提出必須 

掛金納付対象職員届画面で４月１日現在の従業状況等の登録を行います （ ．１１５）

施設・職員情報の登録を行います （ ．１１９）

 

「施設等新設届・申出書／職員名簿」の印刷を行います （ ．１１９）

※印刷後、機構への提出必須

掛金納付対象職員届関連作業を行う（ ．１１５）

※掛金届提出を行うと当年度４月１日を新設・申出日とする施設・職員情報も確定されます。

当年度４月２日以降を新設・申出日とする施設を登録する

 

施設・職員情報の登録を行います （ ．１１９）

 

施設・職員情報の確定を行います （ ．１１９）

「施設等新設届・申出書／職員名簿」の印刷を行います （ ．１１９）

※印刷後、機構への提出必須
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（５） 施設情報および職員情報の照会

電子届出システムでは、ご登録いただいている施設および職員の情報をご確認いただくこ

とができます。職員の情報につきましては、「加入日」、「在籍期間」、「有効期間」（在籍期間

のうち、退職手当金の算定基礎となる期間）および過去にご登録いただいた従業状況を掲載

しております。

※ 当年度の「掛金納付対象職員届」でご登録いただいた内容は、当年度８月下旬に反映

されます。それまでは、前年度の「掛金納付対象職員届」で登録した内容までが表示さ

れています。また、育児休業履歴については、最大５件までの表示となっていますので

ご了承ください。

①電子届出システムトップページの「施設情報・

職員情報照会」をクリックします。

②確認したい職員が在籍している施設の「選択」

をクリックします。

③従業状況（「ならない月」および「育児休業」）の登録履歴を確認した

い場合は、該当する職員の「選択」をクリックします。

（参考；平成 年度以前の従業状況登録がある場合の表示例）
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（６） 「操作ナビゲーション」および「マニュアル」

それぞれの届出の入力画面には、操作の手順を動画で案内する「操作ナビゲーション」お

よび詳細な「マニュアル」を掲載しています。ナビゲーションは別ウィンドウで表示され、

一時停止させることもできますので、ご自身のペースで再生させながら入力作業を行うこと

ができます。

（操作ナビゲーションの画面イメージ；掛金納付対象職員届の例）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【「掛金納付対象職員届」における掲載場所】
 

再生・一時停止・停止ボタン

入力すべき場所や内容の案内

（電子届出システムトップページ）

マニュアル

操作ナビゲーション

手続き編（電子届出システム）

（５） 施設情報および職員情報の照会

電子届出システムでは、ご登録いただいている施設および職員の情報をご確認いただくこ

とができます。職員の情報につきましては、「加入日」、「在籍期間」、「有効期間」（在籍期間

のうち、退職手当金の算定基礎となる期間）および過去にご登録いただいた従業状況を掲載

しております。

※ 当年度の「掛金納付対象職員届」でご登録いただいた内容は、当年度８月下旬に反映

されます。それまでは、前年度の「掛金納付対象職員届」で登録した内容までが表示さ

れています。また、育児休業履歴については、最大５件までの表示となっていますので

ご了承ください。

①電子届出システムトップページの「施設情報・

職員情報照会」をクリックします。

②確認したい職員が在籍している施設の「選択」

をクリックします。

③従業状況（「ならない月」および「育児休業」）の登録履歴を確認した

い場合は、該当する職員の「選択」をクリックします。

（参考；平成 年度以前の従業状況登録がある場合の表示例）
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【「施設等新設届・申出書」における掲載場所】

※ 「被共済職員退職届」における操作ナビゲーションは、「掛金納付対象職員届」と同

様、「トップページ」→「被共済職員退職届登録」ページに掲載しています。

「被共済職員加入届」における操作ナビゲーションは、「施設等新設届・申出書」と

同様、「トップページ」→「加入届登録」→「クイックマニュアル」ページに掲載し

ています。

マニュアル

操作ナビゲーション

「クイックマニュアル」
をクリック
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※福祉医療機構のホームページに、より詳細なマニュアルを掲載しております。

 

電子届出システムのログイン・操作方法等に関するお問い合わせ先

電子届出システムヘルプデスク ＴＥＬ０５７０－０５０－２９４

ＦＡＸ０３－３４３８－０５８４

土日祝祭日を除く月曜日から金曜日までの午前 ： ～午後 ：

（例年お問い合わせが多くなる 、 月の ヶ月間（予定）は午後 ： まで）

※ 回線が混み合っている場合は、ＦＡＸでご質問を承っております。

１

．

１

．

１

．

１

．

１

．

１

３２

コンテンツ欄の「退職手当共済事業」を開

いてください。

、 等の検索サイトで「福祉

医療機構」を検索して頂き、「独立行政

法人福祉医療機構（ ）」を開いてく

ださい。

「電子届出システムにかかる各種マニュアルの

ページへ」を開いていただくと、各種マニュアル

をダウンロードできる画面に移ります。

「電子届出システムにかかる各種マニュアルのペ

ージへ」を開いていただくと、各種マニュアルをダ

ウンロードできる画面に移ります。

手続き編（電子届出システム）

【「施設等新設届・申出書」における掲載場所】

※ 「被共済職員退職届」における操作ナビゲーションは、「掛金納付対象職員届」と同

様、「トップページ」→「被共済職員退職届登録」ページに掲載しています。

「被共済職員加入届」における操作ナビゲーションは、「施設等新設届・申出書」と

同様、「トップページ」→「加入届登録」→「クイックマニュアル」ページに掲載し

ています。

マニュアル

操作ナビゲーション

「クイックマニュアル」
をクリック
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３．被共済職員退職届の電子化について

（１）特色

共済契約者の皆様が記入する『被共済職員退職届』部分については、電子届出システ

ムから作成ができます。

入力補助機能に加え、掛金納付対象職員届等で報告された従業状況等の登録情報との相

互チェック機能が備わり、入力誤りや入力漏れを防ぐことができるものとなっております

ので、是非ご利用ください。

なお、請求者が記入する『退職手当金請求書』（退職所得の受給に関する申告書部分を

含む）及び『合算制度利用申出書』については、手書きでの作成となりますのでご注意

ください。

詳細な作成手順については、電子届出システム内の操作マニュアルをご活用ください。

また、ご不明な点や改善要望、システム不良（プログラムの誤り）等がありましたら、福

祉医療機構共済部退職共済課にお問い合わせください。
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（２）退職届提出までの流れ

退職日が

掛金届提出年度の前年度

「被共済職員退職届・退職

手当金請求書トップペー

ジ」画面の

紙媒体様式ダウンロード

ボタンから様式をダウンロ

ードし、紙媒体でご提出く

だい。

掛金届提出年度の当年度の

掛金届を提出していますか？

「被共済職員退職届・退職手当金請求書トップページ」画面の被共済職員退職届作成ボタンよ

り、退職届を作成してください。（ １２７）

退職日が

掛金届提出年度の前々年度

退職日が

掛金届提出年度の当年度

在籍期間（本制度に加入してから退職するまで

の期間）は１年以上ありますか？

被共済職員退職届の登録及び印刷

（※登録後は必ず印刷し、共済契約者印を押印してください。）

翌年度の掛金届で退職の登録

をしてください。

請求する

「被共済職員退職届・退職手当金請求書

トップページ」画面の

掛金届トップページボタンより、掛金届の

提出を完了してください。（ ．１１５）

「退職手当金を請求」、「合算制度を利用」の

どちらを希望するか、職員に確認してください

提出済 未提出

ある ない

合算制度を利用する

退職手当金を請求する場合（ ．１２９）

※退職手当金請求書、本人確認書類貼
付用用紙を印刷し、請求者が記入・押
印してください。

合算制度を利用する場合（ ．１２９）

※合算制度利用申出書を印刷し、利用者
が記入・押印してください。

作成・印刷した用紙をセットにし、業務委託先（都道府県社会福祉協議会等）へ提出してください。

手続き編（電子届出システム）

３．被共済職員退職届の電子化について

（１）特色

共済契約者の皆様が記入する『被共済職員退職届』部分については、電子届出システ

ムから作成ができます。

入力補助機能に加え、掛金納付対象職員届等で報告された従業状況等の登録情報との相

互チェック機能が備わり、入力誤りや入力漏れを防ぐことができるものとなっております

ので、是非ご利用ください。

なお、請求者が記入する『退職手当金請求書』（退職所得の受給に関する申告書部分を

含む）及び『合算制度利用申出書』については、手書きでの作成となりますのでご注意

ください。

詳細な作成手順については、電子届出システム内の操作マニュアルをご活用ください。

また、ご不明な点や改善要望、システム不良（プログラムの誤り）等がありましたら、福

祉医療機構共済部退職共済課にお問い合わせください。
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（３）作成方法

ア．作成の流れ

① 「電子届出システムトップページ」より「被共済職員退職届・退職手当金請求書（様

式）」ボタンを押します。＜１１３ページ参照＞

② 「被共済職員退職届・退職手当金請求書トップページ」の手順に従い届出を作成しま

す。

③ 手順４が「被共済職員退職届作成」になります。

※被共済職員退職届の作成を行います。

＜１２７～１２８ページ参照＞
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イ．被共済職員退職届の作成

① 手順４「被共済職員退職届作成」ボタンを押すと、「退職届施設一覧」、「退職届職員

一覧」、画面が表示されますので、それぞれ施設、職員を選択してください。

② 「被共済職員退職届」画面にて、必要事項を入力していきます。

（６）全ての入力完了後、「入力内容登録」ボタンを押してください。エラーメッセージが出た場合は、
もう一度入力内容を確認し、相違ない場合は、「このまま実行」にチェックを入れてください。

（１）退職者基本情報を入力してください。

（退職者氏名カナ、退職年月日等）

（３）（２）の入力終了後、

「退職月以前６か月の本俸月額」ボタンを押します。

（２）退職月の直前の４月から退職月までの期間における従業状況を

入力します。被共済職員期間とならない月がない場合は、「無」に

チェックを入れてください。

（４）「退職月以前６か月の本俸月

額」ボタンを押すと、６か月の本

俸月額が自動出力されますの

で、金額を確認してください。

〈注意点〉

例えば退職日が９月１０日の場合、 月

は業務従事日数が１０日以下の月に該

当するため、被共済職員期間とならな

い月の登録が必要です。

（５）事務担当者氏名、事務担当者連絡先を入力します。

手続き編（電子届出システム）

（３）作成方法

ア．作成の流れ

① 「電子届出システムトップページ」より「被共済職員退職届・退職手当金請求書（様

式）」ボタンを押します。＜１１３ページ参照＞

② 「被共済職員退職届・退職手当金請求書トップページ」の手順に従い届出を作成しま

す。

③ 手順４が「被共済職員退職届作成」になります。

※被共済職員退職届の作成を行います。

＜１２７～１２８ページ参照＞
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ウ．被共済職員退職届、退職手当金請求書及び合算制度利用申出書の印刷

必要事項の入力完了後、入力内容の登録を行うと、『被共済職員退職届』、『退職手

当金請求書』、『合算制度利用申出書』及び『本人確認書類貼付用用紙』が印刷でき

ます。

『被共済職員退職届』の内容を確認後、共済契約者印を押印してください。

※「添付書類一覧表」が表示された場合は、登録内容の確認や訂正が必要となります。

提出時に必ず、添付書類一覧表と必要書類を添付してください。

<個人情報の取扱いに関する注意事項>　退職者に係る個人情報は、退職手当共済業務及びこれに附帯する業務の範囲内で利用されます。

【参考】

　　①　再度、当機構の共済制度に加入される場合、下記のチャート図により加入の可否をご確認下さい。

　　②　本申出書のコピー１部を控えとして保管のうえ、再び加入することが可能の場合、本申出書のコピーを法人

　　　　事務ご担当者にお渡しすると共に合算制度を利用していることをお伝えいただくと手続きが円滑に進みます。

昭 和

平 成

郵　便　番　号
住

所〒

局 番号

印
大 正

年 月 日 市外局

１ 　退職者本人 氏　名

明 治
退
職
者
ご
本
人
が
記
載
く
だ
さ
い

フリガナ 生　年　月　日 連絡先電話番号

日

私は、下記重要事項説明を理解したうえで、合算制度を利用します。

記入日

平成 年 月

（約款様式第7号の3） 機構受付日付印

合算制度利用申出書

独立行政法人福祉医療機構　理事長　様

◎
原
則
、
被
共
済
職
員
退
職
届
（
約
款
様
式
第
７
号
）
と
併
せ
て
ご
提
出
下
さ
い
。

【重要事項説明】

①以下の説明は社会福祉施設職員等退職手当共済法（以下「法」と記載）に基づくものとします。

②退職した場合、退職手当金の請求あるいは法第１１条で規定する共済職員期間の合算の利用の

　いずれかを選択でき、合算制度の利用は本紙での申出が必要です。

③退職者の犯罪行為による退職（法第１３条）のほか、虚偽報告その他、法の規定により退職手当

　金が支給されない場合があります。

④次のいずれかに該当するときは、②でいう期間の合算はできません。

ア．退職手当金を請求したとき

イ．退職日を含めて被共済職員としての在籍期間が１年未満のとき

ウ．今回の申出に伴う退職が③に該当するとき

エ．退職後３年以内（平成２８年３月３１日以前の退職においては２年以内）に、再び被共済職員に

　ならかった場合には、期間の合算ができないことを承諾できないとき

　

ア．雇 用 期 間 に定 めの な い職 員 （いわ ゆる正 規 職 員 ）は 、採 用 日 か ら加 入 します。

イ．１年 の 雇 用 期 間 を定 めて 使 用 され る職 員 で 、労 働 時 間 が 就 業 規 則 で 定 める正 規 職 員 の 所 定 労 働 時 間 の ３分 の ２以 上 の 者 は 、採 用 日 か ら加 入 します。

ウ．１年 未 満 の 雇 用 期 間 を定 めて 使 用 され 、そ の 期 間 の 更 新 により引 き 続 き １年 を経 過 した 職 員 で 、労 働 時 間 が 就 業 規 則 で 定 める正 規 職 員 の 所 定 労 働

時 間 の ３分 の ２以 上 の 者 は 、採 用 か ら１年 経 過 した 日 か ら加 入 します。

※非 常 勤 職 員 、嘱 託 、パ ート等 の 名 称 で 呼 ば れ る者 を含 み ます。

手順４．加入要件を満たしていますか？ 「被 共 済 職 員 加 入 要 件 」（※ ）をご確 認 ください。

□　ご退職から復期期限までに 異動先がお決まりに なりましたら、再びご加入できるか次の手順でご確認ください。

（留意点）

手順１．復帰期限内ですか？ 復 帰 期 限 は、退 職 から３年 以 内 （但 し、平 成 ２８
年 ３月 ３１日 以 前 に退 職 した場 合 、２年 以 内 ）で
す 。

　

手 順 ２．異 動 先 は共 済 契 約 している 社 会 福 祉 法 人 で
す か？

平 成 １３年 度 から新 規 に共 済 契 約 す る 相 手 は、
原 則 「社 会 福 祉 法 人 」のみ となっています 。

　

手順３．契約対象となっている施設・事業ですか？ 経 営 す る 全 施 設 ・事 業 が加 入 されている とは限
りませ ん。また、制 度 改 正 後 に採 用 した職 員 を
加 入 させ ない手 続 き をしている 場 合 もあります 。

手順５．法人事務ご 担当者に「合算申出」として加入手続きをとっていただいてください。

※ 　「被共済職員加入要件」

　退職手当共済制度の加入対象者は、共済契約者に使用され 、かつ、そ の者の経営する加入対象施設等の業務に常時従事

することを要する職員で次の ア～ウの職員をいいます。

合算制度についてご 不明な点があれ ば忌憚無く独立行政法人福祉医療機構　退職共済課（０５７０－０５０－２９４）にご 連絡ください。

いいえ 合算できません

は い

は い

はい

はい

いいえ 加入できません

いいえ 加入できません

いいえ 加入できません

本人確認書類貼付用用紙 添付書類一覧表 ※

（約款様式第7号の2） 機構受付日付印

退職手当金請求書

平成 年 月 日

【重要事項説明】

①以下の説明は社会福祉施設職員等退職手当共済法（以下「法」と記載）に基づく ものと

します。

②退職した場合、退職手当金の請求あるいは法第１１条で規定する被共済職員期間の合

算の利用のいずれかを選択でき、退職金の請求は本紙により行います。

③退職者の犯罪行為による退職（法第１３条）のほか、虚偽報告その他、法の規定により退

職手当金が支給されない場合があります。独立行政法人福祉医療機構　理事長　様

記入日

私は、上記重要事項説明を理解した上で、退職手当金を請求します。なお、請求する私は反社会的勢力ではなく 、また、反社会的勢力への関与はありません。

請

求

者

請求者区分（続柄） フリガナ 生　年　月　日 連絡先電話番号

氏　名

局 番号

２ 相 続 人 （ ）
昭 和

１ 退職者本人 明 治 年

印 大 正

月 日 市外局

３ 遺 族 （ ） 平 成

郵　便　番　号 住

所〒

振

込

先

金

融

機

関

金融機関コード 店番号 振込先金融機関名を記入のう え、○で囲んでく ださい。

銀 行 ・ 信 用 組 合

口　座　番　号

(右詰めで記入してください）
預金種目

口　座　名　義
（左詰めでカタカナで記入してください）

本店 ・ 支所

出張所

あなた以外の預金口座には送

金できません

信 用 金 庫 ・ 農 業 協 同 組 合 支店 ・

<個人情報の取扱いに関する注意事項>　請求者又は退職者に係る個人情報は、退職手当共済業務及びこれに附帯する業務の範囲内で利用されます。

平成 年 月 日 退 職 所 得 の 受 給 に 関 す る 申 告 書
支払者受付印

平成 年分

普　通

芝
税務署長

退 職 所 得 申 告 書市町村長 殿
退

職

手

当

の

支

払

者

の

所在地

（住所）

　〒105-8486

　東京都港区虎ノ門４丁目３番１３号
あ

な

た

の

氏　名

【個人番号の取得目的】　あなたの個人番号は税務手続きに利用します。

名　称

（氏名）
　独立行政法人福祉医療機構

個人番号

印

現住所
〒 －

年 月 日
③　この申告書の提出先から受

ける退職手当等についての勤続

期間

法人番号
その年1月1日

現在の住所

日 年

至 年 月 日

自 年 月

日
⑤　③と④の通算勤続期間

自

有　・　無
退職の区分等 障害 扶助

あなたが本年中に他にも退職手当等の支払を受けたことがある場合には、このＢ欄に記載してください。

④　本年中に支払を受けた他の退職手当

等についての勤続期間

自 年

② 一般 生活
の

Ａ

このＡ欄には、全ての人が、記載してください。（あなたが、前に退職手当等の支払を受けたことがない場合には、下のＢ以下の各欄には記載する必要がありませ

ん。）

①　退職手当等の支払を受けることとなっ

た年月日

年 月 日

年

至 年 月 日 至

年 月 日月

あなたが前年以前４年内（その年に確定拠出年金法に基づく老齢給付金として支給される一時金の支払を受ける場合には、14年内）に退職手当等の支払を受けた

ことがある場合には、このＣ欄に記載してください。

⑥　前年以前４年内（その年に確定拠出年

金法に基づく老齢給付金として支給される

一時金の支払を受ける場合には、14年内）

の退職手当等についての勤続期間

自 年 月 日
年

至 年 月 日 至 年

⑦　③又は⑤の勤続期間のう

ち、⑥の勤続期間と重複してい

る期間

自 年 月

月 日

日

の

り

づ

け

と

し

、

ホ

ッ

チ

キ

ス

で

と

め

な

い

で

く

だ

さ

い

源

泉

徴

収

票

貼

付

欄

Ａ又はＢの退職手当等についての勤続期間のうちに、前に支払を受けた退職手当等についての勤続期間の全部又は一部が通算されている場合には、その通算さ

れた勤続期間等について、このＤ欄に記載してください。

⑧　Ａの退職手当等についての勤続期

間（③）に通算された前の退職手当等に

ついての勤続期間

自 年 月 日 年 ⑩　③又は⑤の勤続期間のう

ち、⑧又は⑨の勤続期間だけか

らなる部分の期間

自

日 至

年 月 日 年

年 月 日

⑨　Ｂの退職手当等についての勤続期間

（④）に通算された前の退職手当等につ

いての勤続期間

自 年 月 日

至 年 月

月 日 年

日

年

⑪  ⑦と⑩の通算期間
自 年

日 至 年 月至 年 月

： ：

市町村民税（円） 道府県民税（円）

Ｂ ： ：

区

分

退職手当等の支払を受ける

こととなった年月日
収入金額 源泉徴収額

特別徴収税額

Ｃ ： ：

注意 １　　この申告書は、退職手当等の支払を受ける際に支払者に提出してく ださい。提出しない場合は、所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額は、支払を受ける金額の20.42％に相当する金額となりま す。ま た、市町村

民税及び道府県民税については、延滞金を徴収されることがありま す。
２　　Ｂの退職手当等がある人は、その退職手当等についての退職所得の源泉徴収票（特別徴収票）又はその写しをこの申告書に添付してく ださい。

：
一般

障害
：

Ｅ

Ｂ又はＣの退職手当等がある場合には、このＥ欄にも記載してください。

支払いを受けた

年月日

退職の

区分

支 払 者 の 所 在 地

（住所）・名称（氏名）

一般

障害

◎
原
則
、
被
共
済
職
員
退
職
届
（
約
款
様
式
第
７
号
）
と
併
せ
て
ご
提
出
下
さ
い
。

職 員 番 号 退職者氏名 （氏名全部をカ ナ及び漢字で記入してください） 退職理由（該当する番号を○で囲んでください）

独立行政法人福祉医療機構　理事長　様

平成　　　年　　　月　　　日　次のとおり被共済職員が退職したので届出ます。

カタカナ

◎「被共済職員退職届」は、原本を業務委託先（都道府県社会福祉協議会等）にご提出

　　ください。また、共済契約者様の控えとして写しをお手元に残してください。
業務委託先受付日付印 機構受付日付印

◎　給与台帳等の確認書類の提出を依頼することがあります（事前添付可）。

（約款様式第７号）

被共済職員退職届

（平成13年3月31日以前の加入者が①以外による退職に該当するとき）

③ ・・・ 業務上の傷病又は業務上の死亡による退職 退職理由により添付書類が必

要な場合がありま す。・・・ 犯罪等による退職

（結婚・定年・転職などの自己都合による退職に該当するとき）

漢字

① ・・・ 普通退職

④

漢字
（旧姓）

② ・・・ 普通退職

月
掛

金

納

付

対

象

職

員

届

で

確

認

の

う

え

記

入

生 年 月 日 退 職 年 月 日

変更前の氏名
カタカナ

日

大　　正

昭　　和

平　　成
退職した月以前６か月の本俸月額

退職月の直前の４月から退職月までの期間において

（変更している場合のみ記入）

（　　　　年　　　　月　　　　日変更）

平成 年 月明　　治 年 日

（ただし、①退職日が月末でない月及び、②被共済職員期間とならない月は除きます）

業務に従事した日

数が10日以下の月
業務上の傷

病による休

業期間

(現認証明

書の添付

が必要）

育児休業の申請があったもの
<俸給表の額とは別掲>

１　新規 ２　変更 ３　再取得 年 月
俸 給 表 の 額 俸 給 の調 整 額 （ ※ ）

出産日
年 月 183日

手当名 （ ）（平成） （年） （月）

被共済職員期

間とならない月 育 児 休業

終 了 日

育 児 休業

開 始 日

・ 無

月　名 計 半年延長の理由（※１）

パパ・ママ育休プラス 有

か月

出産日

１　新規 ２　変更 ３　再取得
月 831日年

育 児 休業

開 始 日
育 児 休業

終 了 日

有 ・

半年延長の理由（※１）

パパ・ママ育休プラス 無

共 済 契 約 者 番 号 共

済

契

約

者

カード

氏 名 又 は 名 称

）（ 局）（ 番）

（※１）

半年延長の

理由

育児休業期間の半年延長の理由は次のとおりですので、該当する上記の欄の番号を○で囲んでく ださい。

１・・・保育所に入所を希望しているが、入所できない場合

２・・・子の養育を行っている配偶者であって、1歳または1歳6ヶ月以降子を養育する予定であったものが、死亡・負傷・疾病等の事情により子を養育することが困難になった場合

印
住 所

事務担当者氏名 連　絡　先 電話（市外局

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

障害有無 受取済退職金額
徴　収　済　税　額

勤続年数 振込区分道府県民税

請求者印 請求者訂正印 申告書印 契約者印 契約者訂正印

国　税 市町村民税

（注）退職者が「退職手当金請求書」を提出しない場合は、「被共済職員退職届」のみを記入し速やかに提出してください。なお、次の理由に該当する場合は□の中に

チェックを入れてください。その他の理由がある場合は欄外に記載してください。[□所在不明  □退職者が請求放棄をしている  □一年未満]

調整額名称有無 現認証明 添付書類 留保 確認

（※2）

俸給の調整

額

業務または職務の内容により俸給表で定める本俸を是正・調整するために、定額又は定率により毎月支給するものが該当します。給与規程に明記されていることが必要です。詳しく は、

配布したマニュアルの制度概要編「本俸月額」をご覧く ださい。

退職手当金請求書被共済職員退職届

内容確認後、必ず共済契約者印を

押印してください。

（添付書類） 機構受付日付印

本人確認書類貼付用用紙

顔写真付きの身分証明書等身分確認書類を貼付して下さい

【注意事項】

　氏名の変更が伴う場合、旧姓から新姓への変更が確認できる公的証明書（戸籍抄本（写）、旧姓と新姓
が確認できる住民票（写）または運転免許証の表裏（写））が必要となります。

個人番号カードの写し又は番号通知カードの写しを貼付して下さい

合算制度利用申出書
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手続き編 「電子届システム」

エ．退職手当金請求書及び合算制度利用申出書の作成

① 退職手当金を請求する場合

退職手当金を請求する場合は、請求者本人が『退職手当金請求書』（退職所得の受

給に関する申告書を含む）に手書きで必要事項を記入し、請求者印を押印のうえ、『
本人確認書類貼付用用紙』に必要書類を貼付してください。

② 合算制度を利用する場合

合算制度を利用する場合（合算を申し出る場合）は、

『合算制度利用申出書』に記入・押印してください。

オ．業務委託先（都道府県社会福祉協議会等）への提出

① 届出様式は、『被共済職員退職届』、『退職手当金請求書』、『合算制度利用申出

書』及び『本人確認書類貼付用用紙』の４枚となります。合算制度を利用する場合

は『被共済職員退職届』及び『合算制度利用申出書』の２枚です。また、合算制

度利用以外の理由で退職手当金を請求しない場合は『被共済職員退職届』の１枚で

す。なお添付書類一覧表が表示された場合は、一覧表と必要書類を添付してください。

② 『被共済職員退職届』、『退職手当金請求書』、『合算制度利用申出書』及び『
本人確認書類貼付用用紙』を必ず共済契約者で取りまとめ、共済契約者控として『
被共済職員退職届』のみ写しを取ってください。『被共済職員退職届』、『退職手当

金請求書』、『合算制度利用申出書』、『本人確認書類貼付用用紙』の順に重ねて、

個人番号が見えない措置を講じたうえで＜８７ページ参照＞、施設等所在地の業務委

託先（都道府県社会福祉協議会等）へ提出してください。

（４）留意点

『被共済職員退職届』について「入力内容登録」後に修正が必要となった場合には、

「退職届取消」ボタンを押し、再登録・印刷をしてください。なお、電子システムで『
被共済職員退職届』をご作成いただくだけでは、処理は完了しません。印刷したものに押

印し、提出することが必要となりますのでご注意ください。

（添付書類） 機構受付日付印

本人確認書類貼付用用紙

顔写真付きの身分証明書等身分確認書類を貼付して下さい

【注意事項】

　氏名の変更が伴う場合、旧姓から新姓への変更が確認できる公的証明書（戸籍抄本（写）、旧姓と新姓
が確認できる住民票（写）または運転免許証の表裏（写））が必要となります。

個人番号カードの写し又は番号通知カードの写しを貼付して下さい

退職手当金請求書 本人確認書類貼付用用紙

『本人確認書類』（本人確認書類

貼付用用紙）について

＜９８ページ参照＞

（約款様式第7号の2） 機構受付日付印

退職手当金請求書

平成 年 月 日

【重要事項説明】

①以下の説明は社会福祉施設職員等退職手当共済法（以下「法」と記載）に基づく ものと

します。

②退職した場合、退職手当金の請求あるいは法第１１条で規定する被共済職員期間の合

算の利用のいずれかを選択でき、退職金の請求は本紙により行います。

③退職者の犯罪行為による退職（法第１３条）のほか、虚偽報告その他、法の規定により退

職手当金が支給されない場合があります。独立行政法人福祉医療機構　理事長　様

記入日

私は、上記重要事項説明を理解した上で、退職手当金を請求します。なお、請求する私は反社会的勢力ではなく 、また、反社会的勢力への関与はありません。

請

求

者

請求者区分（続柄） フリガナ 生　年　月　日 連絡先電話番号

氏　名

局 番号

２ 相 続 人 （ ）
昭 和

１ 退職者本人 明 治 年

印 大 正

月 日 市外局

３ 遺 族 （ ） 平 成

郵　便　番　号 住

所〒

振

込

先

金

融

機

関

金融機関コード 店番号 振込先金融機関名を記入のう え、○で囲んでく ださい。

銀 行 ・ 信 用 組 合

口　座　番　号

(右詰めで記入してください）
預金種目

口　座　名　義
（左詰めでカタカナで記入してください）

本店 ・ 支所

出張所

あなた以外の預金口座には送

金できません

信 用 金 庫 ・ 農 業 協 同 組 合 支店 ・

<個人情報の取扱いに関する注意事項>　請求者又は退職者に係る個人情報は、退職手当共済業務及びこれに附帯する業務の範囲内で利用されます。

平成 年 月 日 退職所得の受給 に 関す る申 告書
支払者受付印

平成 年分

普　通

芝
税務署長

退 職 所 得 申 告 書市町村長 殿
退

職

手

当

の

支

払

者

の

所在地

（住所）

　〒105-8486

　東京都港区虎ノ門４丁目３番１３号
あ

な

た

の

氏　名

【個人番号の取得目的】　あなたの個人番号は税務手続きに利用します。

名　称

（氏名）
　独立行政法人福祉医療機構

個人番号

印

現住所
〒 －

年 月 日
③　この申告書の提出先から受

ける退職手当等についての勤続

期間

法人番号
その年1月1日

現在の住所

日 年

至 年 月 日

自 年 月

日
⑤　③と④の通算勤続期間

自

有　・　無
退職の区分等 障害 扶助

あなたが本年中に他にも退職手当等の支払を受けたことがある場合には、このＢ欄に記載してください。

④　本年中に支払を受けた他の退職手当

等についての勤続期間

自 年

② 一般 生活
の

Ａ

このＡ欄には、全ての人が、記載してください。（あなたが、前に退職手当等の支払を受けたことがない場合には、下のＢ以下の各欄には記載する必要がありませ

ん。）

①　退職手当等の支払を受けることとなっ

た年月日

年 月 日

年

至 年 月 日 至

年 月 日月

あなたが前年以前４年内（その年に確定拠出年金法に基づく老齢給付金として支給される一時金の支払を受ける場合には、14年内）に退職手当等の支払を受けた

ことがある場合には、このＣ欄に記載してください。

⑥　前年以前４年内（その年に確定拠出年

金法に基づく老齢給付金として支給される

一時金の支払を受ける場合には、14年内）

の退職手当等についての勤続期間

自 年 月 日
年

至 年 月 日 至 年

⑦　③又は⑤の勤続期間のう

ち、⑥の勤続期間と重複してい

る期間

自 年 月

月 日

日

の

り

づ

け

と

し

、

ホ

ッ

チ

キ

ス

で

と

め

な

い

で

く

だ

さ

い

源

泉

徴

収

票

貼

付

欄

Ａ又はＢの退職手当等についての勤続期間のうちに、前に支払を受けた退職手当等についての勤続期間の全部又は一部が通算されている場合には、その通算さ

れた勤続期間等について、このＤ欄に記載してください。

⑧　Ａの退職手当等についての勤続期

間（③）に通算された前の退職手当等に

ついての勤続期間

自 年 月 日 年 ⑩　③又は⑤の勤続期間のう

ち、⑧又は⑨の勤続期間だけか

らなる部分の期間

自

日 至

年 月 日 年

年 月 日

⑨　Ｂの退職手当等についての勤続期間

（④）に通算された前の退職手当等につ

いての勤続期間

自 年 月 日

至 年 月

月 日 年

日

年

⑪  ⑦と⑩の通算期間
自 年

日 至 年 月至 年 月

： ：

市町村民税（円） 道府県民税（円）

Ｂ ： ：

区

分

退職手当等の支払を受ける

こととなった年月日
収入金額 源泉徴収額

特別徴収税額

Ｃ ： ：

注意 １　　この申告書は、退職手当等の支払を受ける際に支払者に提出してく ださい。提出しない場合は、所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額は、支払を受ける金額の20.42％に相当する金額となりま す。ま た、市町村

民税及び道府県民税については、延滞金を徴収されることがありま す。
２　　Ｂの退職手当等がある人は、その退職手当等についての退職所得の源泉徴収票（特別徴収票）又はその写しをこの申告書に添付してく ださい。

：
一般

障害
：

Ｅ

Ｂ又はＣの退職手当等がある場合には、このＥ欄にも記載してください。

支払いを受けた

年月日

退職の

区分

支 払 者 の 所 在 地

（住所）・名称（氏名）

一般

障害

◎
原
則
、
被
共
済
職
員
退
職
届
（
約
款
様
式
第
７
号
）
と
併
せ
て
ご
提
出
下
さ
い
。

請求者本人

＜９５～９７ページ参照＞

独立行政法人福祉医療機構　理事長　様

（約款様式第7号の3） 機構受付日付印

合算制度利用申出書

記入日

平成 年 月 日

連絡先電話番号フリガナ 生　年　月　日

１ 　退職者本人 氏　名

明 治 年

印
大 正

昭 和

平 成

日 市外局 局

住

所

私は、下記重要事項説明を理解したう えで、合算制度を利用します。

　　①　再度、当機構の共済制度に加入される場合、下記のチャート図により加入の可否をご確認下さい。

　　②　本申出書のコピー１部を控えとして保管のうえ、再び加入することが可能の場合、本申出書のコピーを法人

【参考】

　　　　事務ご担当者にお渡しすると共に合算制度を利用していることをお伝えいただくと手続きが円滑に進みます。

退

職

者

ご

本

人

が

記

載

く

だ

さ

い

<個人情報の取扱いに関する注意事項>　退職者に係る個人情報は、退職手当共済業務及びこれに附帯する業務の範囲内で利用されます。

郵　便　番　号

〒

番号月

◎
原
則
、
被
共
済
職
員
退
職
届
（
約
款
様
式
第
７
号
）
と
併
せ
て
ご
提
出
下
さ
い
。

①以下の説明は社会福祉施設職員等退職手当共済法（以下「法」と記載）に基づくものとします。

エ．退職後３年以内（平成２８年３月３１日以前の退職においては２年以内）に、再び被共済職員にならかった場

     合には、期間の合算ができないことを承諾できないとき

【重要事項説明】

②退職した場合、退職手当金の請求あるいは法第１１条で規定する被共済職員期間の合算の利用のいずれかを

   選択でき、本紙での申出が必要です。

③退職者の犯罪行為による退職（法第１３条）のほか、虚偽報告その他、法の規定により退職手当金が支給され

   ない場合があります。

ウ．今回の申出に伴う退職が③に該当するとき

イ．退職日を含めて被共済職員としての在籍期間が１年未満のとき

ア．退職手当金を請求したとき

④次のいずれかに該当するときは、②でいう期間の合算はできません。

　

ア．雇用期間に定めのない職員（いわゆる正規職員）は、採用日から加入します。

イ．１年の雇用期間を定めて使用される職員で、労働時間が就業規則で定める正規職員の所定労働時間の３分の２以上の者は、採用日から加入します。

ウ．１年未満の雇用期間を定めて使用され、その期間の更新により引き続き１年を経過した職員で、労働時間が就業規則で定る正規職員の所定労働時間

の３分の２以上の者は、採用から２年経過した日から加入します。

※非常勤職員、嘱託、パート等の名称で呼ばれる者を含みます。

手順５．法人事務ご担当者に「合算申出」として加入手続きをとっていただ いてくだ さい。

※　「被共済職員加入要件」

　退職手当共済制度の 加入対象者は、共済契約者に使用され、か つ、その者の経営する加入対象施設等の業務に常時従事

することを要する職員で次の  ア～ウの 職員をいいます。

合算制度に ついてご不明な点が あれば忌憚無く独立行政法人福祉医療機構　退職共済課（０５７０－０５０－２９４）に ご連絡くだ さい。

手順２．異動先は共済契約している社会福祉法人で
すか？

平成１３年度から新規に共済契約する相手は、
原則「社会福祉法人」のみとなっています。

　

手順３．契約対象となっている施設・事業ですか ？ 経営する全施設・事業が加入されているとは限り
ません。また、制度改正後に採用した職員を加入
させない手続きをしている場合もあります。

手順４．加入要件を満たしていますか？ 「被共済職員加入要件」（※）をご確認ください。

□　ご退職から復期期限までに異動先がお決まりになりましたら、再びご加入できるか次の手順でご確認ください。

（留意点）

手順１．復帰期限内ですか？ 復帰期限は、退職から３年以内（但し、平成２８
年３月３１日以前に退職した場合、２年以内）で
す。

　

いいえ 合算できませ

はい

はい

はい

はい

いいえ 加入できませ

いいえ 加入できませ

いいえ 加入できませ

合算制度利用申出書

手続き編（電子届出システム）

ウ．被共済職員退職届、退職手当金請求書及び合算制度利用申出書の印刷

必要事項の入力完了後、入力内容の登録を行うと、『被共済職員退職届』、『退職手

当金請求書』、『合算制度利用申出書』及び『本人確認書類貼付用用紙』が印刷でき

ます。

『被共済職員退職届』の内容を確認後、共済契約者印を押印してください。

※「添付書類一覧表」が表示された場合は、登録内容の確認や訂正が必要となります。

提出時に必ず、添付書類一覧表と必要書類を添付してください。

<個人情報の取扱いに関する注意事項>　退職者に係る個人情報は、退職手当共済業務及びこれに附帯する業務の範囲内で利用されます。

【参考】

　　①　再度、当機構の共済制度に加入される場合、下記のチャート図により加入の可否をご確認下さい。

　　②　本申出書のコピー１部を控えとして保管のうえ、再び加入することが可能の場合、本申出書のコピーを法人

　　　　事務ご担当者にお渡しすると共に合算制度を利用していることをお伝えいただくと手続きが円滑に進みます。

昭 和

平 成

郵　便　番　号
住

所〒

局 番号

印
大 正

年 月 日 市外局

１ 　退職者本人 氏　名

明 治
退
職
者
ご
本
人
が
記
載
く
だ
さ
い

フリガナ 生　年　月　日 連絡先電話番号

日

私は、下記重要事項説明を理解したうえで、合算制度を利用します。

記入日

平成 年 月

（約款様式第7号の3） 機構受付日付印

合算制度利用申出書

独立行政法人福祉医療機構　理事長　様

◎
原
則
、
被
共
済
職
員
退
職
届
（
約
款
様
式
第
７
号
）
と
併
せ
て
ご
提
出
下
さ
い
。

【重要事項説明】

①以下の説明は社会福祉施設職員等退職手当共済法（以下「法」と記載）に基づくものとします。

②退職した場合、退職手当金の請求あるいは法第１１条で規定する共済職員期間の合算の利用の

　いずれかを選択でき、合算制度の利用は本紙での申出が必要です。

③退職者の犯罪行為による退職（法第１３条）のほか、虚偽報告その他、法の規定により退職手当

　金が支給されない場合があります。

④次のいずれかに該当するときは、②でいう期間の合算はできません。

ア．退職手当金を請求したとき

イ．退職日を含めて被共済職員としての在籍期間が１年未満のとき

ウ．今回の申出に伴う退職が③に該当するとき

エ．退職後３年以内（平成２８年３月３１日以前の退職においては２年以内）に、再び被共済職員に

　ならかった場合には、期間の合算ができないことを承諾できないとき

　

ア．雇 用 期 間 に定 めの な い職 員 （いわ ゆる正 規 職 員 ）は 、採 用 日 か ら加 入 します。

イ．１年 の 雇 用 期 間 を定 めて 使 用 され る職 員 で 、労 働 時 間 が 就 業 規 則 で 定 める正 規 職 員 の 所 定 労 働 時 間 の ３分 の ２以 上 の 者 は 、採 用 日 か ら加 入 します。

ウ．１年 未 満 の 雇 用 期 間 を定 めて 使 用 され 、そ の 期 間 の 更 新 により引 き 続 き １年 を経 過 した 職 員 で 、労 働 時 間 が 就 業 規 則 で 定 める正 規 職 員 の 所 定 労 働

時 間 の ３分 の ２以 上 の 者 は 、採 用 か ら１年 経 過 した 日 か ら加 入 します。

※非 常 勤 職 員 、嘱 託 、パ ート等 の 名 称 で 呼 ば れ る者 を含 み ます。

手順４．加入要件を満たしていますか？ 「被 共 済 職 員 加 入 要 件 」（※ ）をご確 認 ください。

□　ご退職から復期期限までに 異動先がお決まりに なりましたら、再びご加入できるか次の手順でご確認ください。

（留意点）

手順１．復帰期限内ですか？ 復 帰 期 限 は、退 職 から３年 以 内 （但 し、平 成 ２８
年 ３月 ３１日 以 前 に退 職 した場 合 、２年 以 内 ）で
す 。

　

手 順 ２．異 動 先 は共 済 契 約 している 社 会 福 祉 法 人 で
す か？

平 成 １３年 度 から新 規 に共 済 契 約 す る 相 手 は、
原 則 「社 会 福 祉 法 人 」のみ となっています 。

　

手順３．契約対象となっている施設・事業ですか？ 経 営 す る 全 施 設 ・事 業 が加 入 されている とは限
りませ ん。また、制 度 改 正 後 に採 用 した職 員 を
加 入 させ ない手 続 き をしている 場 合 もあります 。

手順５．法人事務ご 担当者に「合算申出」として加入手続きをとっていただいてください。

※ 　「被共済職員加入要件」

　退職手当共済制度の加入対象者は、共済契約者に使用され 、かつ、そ の者の経営する加入対象施設等の業務に常時従事

することを要する職員で次の ア～ウの職員をいいます。

合算制度についてご 不明な点があれ ば忌憚無く独立行政法人福祉医療機構　退職共済課（０５７０－０５０－２９４）にご 連絡ください。

いいえ 合算できません

は い

は い

はい

はい

いいえ 加入できません

いいえ 加入できません

いいえ 加入できません

本人確認書類貼付用用紙 添付書類一覧表 ※

（約款様式第7号の2） 機構受付日付印

退職手当金請求書

平成 年 月 日

【重要事項説明】

①以下の説明は社会福祉施設職員等退職手当共済法（以下「法」と記載）に基づく ものと

します。

②退職した場合、退職手当金の請求あるいは法第１１条で規定する被共済職員期間の合

算の利用のいずれかを選択でき、退職金の請求は本紙により行います。

③退職者の犯罪行為による退職（法第１３条）のほか、虚偽報告その他、法の規定により退

職手当金が支給されない場合があります。独立行政法人福祉医療機構　理事長　様

記入日

私は、上記重要事項説明を理解した上で、退職手当金を請求します。なお、請求する私は反社会的勢力ではなく 、また、反社会的勢力への関与はありません。

請

求

者

請求者区分（続柄） フリガナ 生　年　月　日 連絡先電話番号

氏　名

局 番号

２ 相 続 人 （ ）
昭 和

１ 退職者本人 明 治 年

印 大 正

月 日 市外局

３ 遺 族 （ ） 平 成

郵　便　番　号 住

所〒

振

込

先

金

融

機

関

金融機関コード 店番号 振込先金融機関名を記入のう え、○で囲んでく ださい。

銀 行 ・ 信 用 組 合

口　座　番　号

(右詰めで記入してください）
預金種目

口　座　名　義
（左詰めでカタカナで記入してください）

本店 ・ 支所

出張所

あなた以外の預金口座には送

金できません

信 用 金 庫 ・ 農 業 協 同 組 合 支店 ・

<個人情報の取扱いに関する注意事項>　請求者又は退職者に係る個人情報は、退職手当共済業務及びこれに附帯する業務の範囲内で利用されます。

平成 年 月 日 退 職 所 得 の 受 給 に 関 す る 申 告 書
支払者受付印

平成 年分

普　通

芝
税務署長

退 職 所 得 申 告 書市町村長 殿
退

職

手

当

の

支

払

者

の

所在地

（住所）

　〒105-8486

　東京都港区虎ノ門４丁目３番１３号
あ

な

た

の

氏　名

【個人番号の取得目的】　あなたの個人番号は税務手続きに利用します。

名　称

（氏名）
　独立行政法人福祉医療機構

個人番号

印

現住所
〒 －

年 月 日
③　この申告書の提出先から受

ける退職手当等についての勤続

期間

法人番号
その年1月1日

現在の住所

日 年

至 年 月 日

自 年 月

日
⑤　③と④の通算勤続期間

自

有　・　無
退職の区分等 障害 扶助

あなたが本年中に他にも退職手当等の支払を受けたことがある場合には、このＢ欄に記載してください。

④　本年中に支払を受けた他の退職手当

等についての勤続期間

自 年

② 一般 生活
の

Ａ

このＡ欄には、全ての人が、記載してください。（あなたが、前に退職手当等の支払を受けたことがない場合には、下のＢ以下の各欄には記載する必要がありませ

ん。）

①　退職手当等の支払を受けることとなっ

た年月日

年 月 日

年

至 年 月 日 至

年 月 日月

あなたが前年以前４年内（その年に確定拠出年金法に基づく老齢給付金として支給される一時金の支払を受ける場合には、14年内）に退職手当等の支払を受けた

ことがある場合には、このＣ欄に記載してください。

⑥　前年以前４年内（その年に確定拠出年

金法に基づく老齢給付金として支給される

一時金の支払を受ける場合には、14年内）

の退職手当等についての勤続期間

自 年 月 日
年

至 年 月 日 至 年

⑦　③又は⑤の勤続期間のう

ち、⑥の勤続期間と重複してい

る期間

自 年 月

月 日

日

の

り

づ

け

と

し

、

ホ

ッ

チ

キ

ス

で

と

め

な

い

で

く

だ

さ

い

源

泉

徴

収

票

貼

付

欄

Ａ又はＢの退職手当等についての勤続期間のうちに、前に支払を受けた退職手当等についての勤続期間の全部又は一部が通算されている場合には、その通算さ

れた勤続期間等について、このＤ欄に記載してください。

⑧　Ａの退職手当等についての勤続期

間（③）に通算された前の退職手当等に

ついての勤続期間

自 年 月 日 年 ⑩　③又は⑤の勤続期間のう

ち、⑧又は⑨の勤続期間だけか

らなる部分の期間

自

日 至

年 月 日 年

年 月 日

⑨　Ｂの退職手当等についての勤続期間

（④）に通算された前の退職手当等につ

いての勤続期間

自 年 月 日

至 年 月

月 日 年

日

年

⑪  ⑦と⑩の通算期間
自 年

日 至 年 月至 年 月

： ：

市町村民税（円） 道府県民税（円）

Ｂ ： ：

区

分

退職手当等の支払を受ける

こととなった年月日
収入金額 源泉徴収額

特別徴収税額

Ｃ ： ：

注意 １　　この申告書は、退職手当等の支払を受ける際に支払者に提出してく ださい。提出しない場合は、所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額は、支払を受ける金額の20.42％に相当する金額となりま す。ま た、市町村

民税及び道府県民税については、延滞金を徴収されることがありま す。
２　　Ｂの退職手当等がある人は、その退職手当等についての退職所得の源泉徴収票（特別徴収票）又はその写しをこの申告書に添付してく ださい。

：
一般

障害
：

Ｅ

Ｂ又はＣの退職手当等がある場合には、このＥ欄にも記載してください。

支払いを受けた

年月日

退職の

区分

支 払 者 の 所 在 地

（住所）・名称（氏名）

一般

障害

◎
原
則
、
被
共
済
職
員
退
職
届
（
約
款
様
式
第
７
号
）
と
併
せ
て
ご
提
出
下
さ
い
。

職 員 番 号 退職者氏名 （氏名全部をカ ナ及び漢字で記入してください） 退職理由（該当する番号を○で囲んでください）

独立行政法人福祉医療機構　理事長　様

平成　　　年　　　月　　　日　次のとおり被共済職員が退職したので届出ます。

カタカナ

◎「被共済職員退職届」は、原本を業務委託先（都道府県社会福祉協議会等）にご提出

　　ください。また、共済契約者様の控えとして写しをお手元に残してください。
業務委託先受付日付印 機構受付日付印

◎　給与台帳等の確認書類の提出を依頼することがあります（事前添付可）。

（約款様式第７号）

被共済職員退職届

（平成13年3月31日以前の加入者が①以外による退職に該当するとき）

③ ・・・ 業務上の傷病又は業務上の死亡による退職 退職理由により添付書類が必

要な場合がありま す。・・・ 犯罪等による退職

（結婚・定年・転職などの自己都合による退職に該当するとき）

漢字

① ・・・ 普通退職

④

漢字
（旧姓）

② ・・・ 普通退職

月
掛

金

納

付

対

象

職

員

届

で

確

認

の

う

え

記

入

生 年 月 日 退 職 年 月 日

変更前の氏名
カタカナ

日

大　　正

昭　　和

平　　成
退職した月以前６か月の本俸月額

退職月の直前の４月から退職月までの期間において

（変更している場合のみ記入）

（　　　　年　　　　月　　　　日変更）

平成 年 月明　　治 年 日

（ただし、①退職日が月末でない月及び、②被共済職員期間とならない月は除きます）

業務に従事した日

数が10日以下の月
業務上の傷

病による休

業期間

(現認証明

書の添付

が必要）

育児休業の申請があったもの
<俸給表の額とは別掲>

１　新規 ２　変更 ３　再取得 年 月
俸 給 表 の 額 俸 給 の調 整 額 （ ※ ）

出産日
年 月 183日

手当名 （ ）（平成） （年） （月）

被共済職員期

間とならない月 育 児 休業

終 了 日

育 児 休業

開 始 日

・ 無

月　名 計 半年延長の理由（※１）

パパ・ママ育休プラス 有

か月

出産日

１　新規 ２　変更 ３　再取得
月 831日年

育 児 休業

開 始 日
育 児 休業

終 了 日

有 ・

半年延長の理由（※１）

パパ・ママ育休プラス 無

共 済 契 約 者 番 号 共

済

契

約

者

カード

氏 名 又 は 名 称

）（ 局）（ 番）

（※１）

半年延長の

理由

育児休業期間の半年延長の理由は次のとおりですので、該当する上記の欄の番号を○で囲んでく ださい。

１・・・保育所に入所を希望しているが、入所できない場合

２・・・子の養育を行っている配偶者であって、1歳または1歳6ヶ月以降子を養育する予定であったものが、死亡・負傷・疾病等の事情により子を養育することが困難になった場合

印
住 所

事務担当者氏名 連　絡　先 電話（市外局

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

障害有無 受取済退職金額
徴　収　済　税　額

勤続年数 振込区分道府県民税

請求者印 請求者訂正印 申告書印 契約者印 契約者訂正印

国　税 市町村民税

（注）退職者が「退職手当金請求書」を提出しない場合は、「被共済職員退職届」のみを記入し速やかに提出してください。なお、次の理由に該当する場合は□の中に

チェックを入れてください。その他の理由がある場合は欄外に記載してください。[□所在不明  □退職者が請求放棄をしている  □一年未満]

調整額名称有無 現認証明 添付書類 留保 確認

（※2）

俸給の調整

額

業務または職務の内容により俸給表で定める本俸を是正・調整するために、定額又は定率により毎月支給するものが該当します。給与規程に明記されていることが必要です。詳しく は、

配布したマニュアルの制度概要編「本俸月額」をご覧く ださい。

退職手当金請求書被共済職員退職届

内容確認後、必ず共済契約者印を

押印してください。

（添付書類） 機構受付日付印

本人確認書類貼付用用紙

顔写真付きの身分証明書等身分確認書類を貼付して下さい

【注意事項】

　氏名の変更が伴う場合、旧姓から新姓への変更が確認できる公的証明書（戸籍抄本（写）、旧姓と新姓
が確認できる住民票（写）または運転免許証の表裏（写））が必要となります。

個人番号カードの写し又は番号通知カードの写しを貼付して下さい

合算制度利用申出書
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